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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４ 第47期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第47期

第２四半期 
連結累計期間 

第48期
第２四半期 

連結累計期間 
第47期 

会計期間 
自平成22年４月１日
至平成22年９月30日 

自平成23年４月１日
至平成23年９月30日 

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日 

売上高（百万円）  33,393  34,024  66,903

経常利益（百万円）  1,810  1,826  3,817

四半期（当期）純利益（百万円）  955  848  1,630

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 839  1,050  1,311

純資産額（百万円）  32,304  33,013  32,467

総資産額（百万円）  52,073  54,746  52,145

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額（円） 
 54.02  47.94  92.14

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  56.2  54.5  56.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 1,344  1,924  2,634

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,147  △491  △1,706

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △573  △880  △1,344

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高（百万円） 
 9,887  10,194  9,628

回次 
第47期

第２四半期 
連結会計期間 

第48期
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自平成22年７月１日
至平成22年９月30日 

自平成23年７月１日
至平成23年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額（円）  25.37  24.49

２【事業の内容】
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  当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

  

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間（平成23年４月～９月）の日本経済は、本年３月11日に発生した東日本大震災の影響

によって、生産や輸出が大幅に落ち込む中でのスタートとなりました。夏場に掛けて徐々に生産の正常化が進みま

したが、電力供給制限や歴史的な円高の進行によって、厳しい経済状況が継続しました。 

 当社グループにおきましては、このような経済環境のもと、取扱貨物量の変動に合せた効率的な事業運営に取り

組んでまいりました。そして、今年度の事業方針として、引き続き、「３・Ｅ－Ｌｏｇｉｓｔｉｃｓ」の推進～

「物流力ＮＯ．１」への挑戦～を掲げ、重点戦略として、①グローバル・ネットワークの拡充や独自サービスの拡

大による「新規・深耕拡販の推進（Ｅ・ｎｅｒｇｙ）」、②システムを活用した生産性の向上や、絶対品質の提供

による「事業体質の強化（Ｅ・ｃｏｎｏｍｙ）」、③環境保全サービスの提供や節電対策の推進などによる「グリ

ーン・ロジスティクスの追求（Ｅ・ｃｏｌｏｇｙ）」を進めてまいりました。 

 当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高34,024百万円(前年同期比 1.9％増)、営業利益1,755百万円(同 

6.6％減)、経常利益は1,826百万円(同 0.9％増)、四半期純利益は848百万円(同 11.3％減)となりました。 

  

＜セグメントの概況＞ 

① 電子部品物流事業 

 電子部品物流事業におきましては、東日本大震災に伴うサプライチェーンの混乱や電力供給制限の影響によっ

て、生産や貨物量の停滞傾向が続きました。当社グループでは、新規・深耕拡販を推進するとともに、貨物量に合

せた運営体制の効率化に取り組んでまいりました。 

 一方で、中期的な「新たな成長」に向けた諸施策につきましても継続して進めてまいりました。貨物量拡大に向

けたグローバル・ネットワークの強化として、国内ではこの４月に小名浜営業所の増築倉庫、５月には北上営業所

の新倉庫がそれぞれ稼働を開始いたしました。海外では３月に設立した韓国アルプス物流が光州、ソウル近郊の水

原でそれぞれ稼動を開始いたしました。また、中国では内陸部の重慶に現地法人・支店の設立、上海・松江の新倉

庫開設など、着実に拠点・ネットワークの整備・拡充を進めてまいりました。 

 当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、海外では規模を拡大しましたが、国内での貨物量減少や顧客

の輪番操業への対応等による事業効率の低下が影響し、落ち込みをカバーするには至りませんでした。 

 当セグメントの売上高は16,085百万円(前年同期比 2.8％減)、営業利益は1,316百万円(同 10.0％減)の結果とな

りました。 

  

② 商品販売事業 

商品販売事業では、電子部品関連の包装資材、成形材料、電子デバイスの販売を行っております。期初において

は、震災の影響で需要が減少いたしましたが、調達と物流を一元化した電子デバイスの販売ビジネスが、顧客や取

扱品目を拡大したことにより、増収増益となりました。 

 当セグメントの売上高は6,935百万円(前年同期比 19.3％増)、営業利益は178百万円(同 15.7％増)の結果となり

ました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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③ 消費物流事業 

 消費物流事業につきましては、グループ会社である㈱流通サービスが、生協の個配関連を中心に事業拡大を進め

てまいりました。当第２四半期連結累計期間は、個人消費の低迷や、顧客の物流再編や合理化が進む厳しい事業環

境が続きました。新規の顧客開拓を進め、物量の減少をカバーしてまいりましたが、若干の減収減益となりまし

た。 

 なお、８月に流通加工の大型拠点として、八潮物流センターをオープンいたしました。保管能力を増強し、新

規・深耕拡販と事業効率の向上につなげてまいります。 

 当セグメントの売上高は11,003百万円(前年同期比 0.2％減)、営業利益は260百万円(同 1.1％減)の結果となり

ました。 

  

(2）財政状態の分析 

 前連結会計年度末と比較した当第２四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況は次のとおりです。 

 総資産につきましては、夏場以降の売上回復に伴う「受取手形及び営業未収金」の増加や、㈱流通サービスの八

潮物流センター開設に伴う有形固定資産の増加などにより、前連結会計年度末比2,600百万円増の54,746百万円と

なりました。 

 負債合計は、流動負債が374百万円、固定負債が1,680百万円それぞれ増加し、前連結会計年度末比2,055百万円

増の21,733百万円となりました。 

 純資産につきましては、利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末比545百万円増の33,013百万円となり

ました。なお、自己資本比率は、前連結会計年度末比1.7ポイント低下の54.5％となりました。 

  

(3）キャッシュ・フローの状況 

現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末の残高は、前連結会計年度末と比べ566百万円増加し、

10,194百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、得られた資金は1,924百万円（前年同期比580百万円の収入増）となりました。前年同期比で

増加した主な要因は、法人税等の支払額の減少によるものです。 

  
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果、使用した資金は491百万円（前年同期比656百万円の支出減）となりました。主な支出は、倉

庫関連投資など有形固定資産の取得によるものです。 

  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果、使用した資金は880百万円（前年同期比306百万円の支出増）となりました。主な支出は、長

期及び短期借入金の純減196百万円と当社での配当金の支払い309百万円です。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  70,000,000

計  70,000,000

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成23年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  17,737,200  17,737,200
東京証券取引所 

(市場第二部) 
 単元株式数 100株 

計  17,737,200  17,737,200 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金
増減額 
(百万円) 

資本金
残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日 
 －  17,737,200  －  2,349  －  2,029
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 （注） 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

     日本マスタートラスト信託銀行株式会社        620千株 

     日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社      555千株 

     野村信託銀行株式会社                349千株  

（６）【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

アルプス電気株式会社 東京都大田区雪谷大塚町１番７号  8,263  46.6

ビービーエイチ フォー フィデリティー 

ロープライス ストック ファンド 

（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行） 

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  1,723  9.7

ＴＤＫ株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号  1,402  7.9

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号  620  3.5

日本トラスティ・サービス信託銀行 

株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  555  3.1

ＨＳＢＣ ＰＲＩＶＡＴＥ ＢＡＮＫ 

（ＳＵＩＳＳＥ） ＳＡ ＨＯＮＧ  

ＫＯＮＧ ＢＲＡＮＣＨ －  

ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ  

(常任代理人 香港上海銀行 東京支店)  

東京都中央区日本橋３丁目11番１号  400  2.3

アルパイン株式会社 東京都品川区西五反田１丁目１番８号  396  2.2

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２番２号  349  2.0

アルプス物流社員持株会 横浜市港北区新羽町1756   180  1.0

ゴールドマンサックスインターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマン・サックス 

 証券株式会社）  

東京都港区六本木６丁目10番１号 

六本木ヒルズ森タワー 
 179  1.0

計 －  14,070  79.3
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①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式(その他)」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

また、「議決権の数」の中には、同社名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個は含まれております。 

２ 「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式が12株含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  

該当事項はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式    41,700
― 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式  17,693,800  176,938 同上 

単元未満株式 普通株式     1,700 ― 同上 

発行済株式総数        17,737,200 ― ― 

総株主の議決権 ―  176,938 ― 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する 
所有株式数の 
割合(％) 

(自己保有株式) 

株式会社アルプス物流 

神奈川県横浜市港北区新羽

町1756番地 
 41,700  －  41,700  0.2

計 ―  41,700  －  41,700  0.2

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,888 10,373

受取手形及び営業未収金 9,997 10,931

商品 1,088 1,168

その他 2,041 1,923

貸倒引当金 △5 △5

流動資産合計 23,010 24,391

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,047 10,491

土地 12,891 12,788

その他（純額） 1,789 2,953

有形固定資産合計 24,728 26,233

無形固定資産   

のれん 103 91

その他 1,161 1,078

無形固定資産合計 1,265 1,169

投資その他の資産   

投資有価証券 341 308

その他 2,823 2,665

貸倒引当金 △22 △23

投資その他の資産合計 3,142 2,951

固定資産合計 29,135 30,354

資産合計 52,145 54,746

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 5,544 5,925

短期借入金 3,783 3,443

未払法人税等 615 924

賞与引当金 1,259 1,419

役員賞与引当金 － 17

災害損失引当金 305 146

その他 2,702 2,709

流動負債合計 14,212 14,586

固定負債   

長期借入金 2,900 3,044

退職給付引当金 1,511 1,545

役員退職慰労引当金 303 286

その他 750 2,271

固定負債合計 5,466 7,146

負債合計 19,678 21,733
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,349 2,349

資本剰余金 2,029 2,029

利益剰余金 26,055 26,594

自己株式 △50 △50

株主資本合計 30,384 30,922

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △17 △38

為替換算調整勘定 △1,049 △1,020

その他の包括利益累計額合計 △1,067 △1,058

少数株主持分 3,150 3,149

純資産合計 32,467 33,013

負債純資産合計 52,145 54,746
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

売上高 33,393 34,024

売上原価 29,300 30,030

売上総利益 4,093 3,994

販売費及び一般管理費 ※  2,213 ※  2,238

営業利益 1,879 1,755

営業外収益   

受取利息 4 4

受取配当金 2 3

保険返戻金 19 202

その他 57 56

営業外収益合計 83 268

営業外費用   

支払利息 57 66

為替差損 72 117

その他 23 13

営業外費用合計 153 197

経常利益 1,810 1,826

特別利益   

固定資産売却益 3 2

貸倒引当金戻入額 1 －

補助金収入 7 －

災害保険金収入 － 30

特別利益合計 13 32

特別損失   

固定資産除売却損 33 19

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 25 －

災害による損失 － 73

固定資産圧縮損 4 －

特別損失合計 63 93

税金等調整前四半期純利益 1,759 1,766

法人税、住民税及び事業税 626 712

法人税等調整額 36 33

法人税等合計 662 745

少数株主損益調整前四半期純利益 1,096 1,020

少数株主利益 140 172

四半期純利益 955 848
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主利益 140 172

少数株主損益調整前四半期純利益 1,096 1,020

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △35 △20

為替換算調整勘定 △222 50

その他の包括利益合計 △257 30

四半期包括利益 839 1,050

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 745 856

少数株主に係る四半期包括利益 93 193
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,759 1,766

減価償却費 837 849

売上債権の増減額（△は増加） △611 △910

たな卸資産の増減額（△は増加） △203 △75

仕入債務の増減額（△は減少） 606 364

その他 121 374

小計 2,510 2,368

法人税等の支払額 △1,134 △386

法人税等の還付額 17 －

その他の支出 △48 △57

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,344 1,924

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,062 △802

有形固定資産の売却による収入 5 98

無形固定資産の取得による支出 △83 △38

保険積立金の解約による収入 21 273

その他 △29 △23

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,147 △491

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △18 △1

長期借入れによる収入 300 500

長期借入金の返済による支出 △300 △695

配当金の支払額 △309 △309

少数株主への配当金の支払額 △103 △195

その他 △141 △178

財務活動によるキャッシュ・フロー △573 △880

現金及び現金同等物に係る換算差額 △112 12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △489 566

現金及び現金同等物の期首残高 10,376 9,628

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  9,887 ※  10,194
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    該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（1）連結の範囲の重要な変更 

    当第２四半期連結会計期間より、ALPS LOGISTICS (CHONGQING) CO., LTD. を新たに設立したため、連結の範囲に

含めております。 

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費の主要な項目と金額は 

  次のとおりであります。 

  

※ 販売費及び一般管理費の主要な項目と金額は 

  次のとおりであります。 

  

賃金給与 百万円729

退職給付費用  〃 38

役員退職慰労引当金繰入額   〃 14
賞与引当金繰入額  〃 235

役員賞与引当金繰入額  〃  18

賃金給与 百万円768

退職給付費用  〃 39

役員退職慰労引当金繰入額   〃 14
賞与引当金繰入額  〃 237

役員賞与引当金繰入額  〃  17

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

現金及び預金勘定 百万円10,075

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
  〃 △188

現金及び現金同等物  〃 9,887

現金及び預金勘定 百万円10,373

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
  〃 △178

現金及び現金同等物  〃 10,194
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Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日  至平成22年９月30日） 

１．配当金支払額 

   

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの 

   

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日  至平成23年９月30日） 

１．配当金支払額 

   

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの 

  

（株主資本等関係）

（決  議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  309  17.50  平成22年３月31日  平成22年６月24日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年10月29日 

取締役会 
普通株式  309  17.50  平成22年９月30日  平成22年11月30日 利益剰余金 

（決  議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  309  17.50  平成23年３月31日  平成23年６月23日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年10月28日 

取締役会 
普通株式  309  17.50  平成23年９月30日  平成23年11月30日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  （単位：百万円）

（注）セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と一致しております。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  （単位：百万円）

（注）セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と一致しております。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 

調整額 

四半期連結

財務諸表 

計上額 

(注) 

電子部品 

物流事業 

商品販売 

事業 

消費物流 

事業 
計 

 売上高   

 外部顧客への売上高  16,546  5,815 11,030  33,393  －  33,393

 セグメント間の内部売上高 

 又は振替高  
 －  －  －  －  －  －

 計  16,546  5,815  11,030  33,393  －  33,393

 セグメント利益  1,461  154 263  1,879  －  1,879

  

報告セグメント 

調整額 

四半期連結

財務諸表 

計上額 

(注) 

電子部品 

物流事業 

商品販売 

事業 

消費物流 

事業 
計 

 売上高   

 外部顧客への売上高  16,085  6,935 11,003  34,024  －  34,024

 セグメント間の内部売上高 

 又は振替高  
 －  －  －  －  －  －

 計  16,085  6,935  11,003  34,024  －  34,024

 セグメント利益  1,316  178 260  1,755  －  1,755
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  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  （注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 平成23年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。  

(1) 中間配当による配当金の総額……………………309百万円 

(2) １株当たりの金額…………………………………17.50円 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年11月30日 

 （注） 平成23年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行うものであります。 

  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円02銭 54 円 銭 47 94

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  955  848

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  955  848

普通株式の期中平均株式数（株）  17,695,530  17,695,488

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月10日

株式会社アルプス物流 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 宗像 雄一郎 印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 矢崎 弘直  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アルプ

ス物流の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から

平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルプス物流及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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